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申込日　　  年　　月　　日

ふりがな    性別  生年月日

京都大学職員組合　加入申込書

所属部局：    部署：   

職種／職名：       　　(例：教員／准教授) 

雇用形態：　□常勤　□有期雇用　□時間雇用　□再雇用　□その他（　　　　　　　　

組 合 費：　■給与控除(通常はこちら）　□給与控除以外の徴収法を希望(　　　　　　)

E-mail：    ＠

お申し込み

連絡先

ご記入頂いた事項は「個人情報の

保護に関する法律」を遵守し、組

合活動情報のご提供、組合費徴収

などの事務のために適切な取扱を

いたします。

京都大学職員組合 事務所
〒606-8317京都市左京区吉田本町
TEL：075-761-8916
FAX：075-751-8365
内線：7615(本部地区)
Email: office@adm.kyodai-union.org
URL:  http://www.kyodai-union.gr.jp

あなたも組合に！あなたも組合に！

FAX:075-751-8365
http:join.kyodai-union.gr.jp
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過半数代表者の
役割とは？

過半数代表者の
役割とは？
－労働者派遣法改正とも関わって－

吉田事業場
過半数代表者選挙
任期：2017 年 1月～12 月

投票日

11/9(水)
　11時～14時

京都大学職員組合 推薦候補
理学研究科 教授

京大職組 前中央執行委員長

太田耕司
　現在、吉田事業場で過半数代表者選出選挙
が始まっています。京大職組は理学研究科の
太田耕司さん ( 前京大職組委員長 ) を推薦し、
選挙に臨んでいます。この過半数代表者は次
のような役割と必要性を持っています。

禁止事項を労使合意で
容認する仕組み

　私たちが雇われて働くにあたり、労働基準
法 ( 以後、「労基法」と略 ) が適用されます。
労基法は働く人を守るための法律で、多様な
労働条件の最低限の規制を定めています。
　例えば、使用者は労働者に週 40 時間、1
日 8 時間以上働かせてはならないとしていま
す ( 法定労働時間）。違反すると使用者に刑罰
が科せられます。しかし、実際には超過勤務
として法定労働時間を超えて働くことが多々
あります。労基法が労働者側と使用者側が合
意し、労使協定を締結すれば、合意の範囲内
で法定労働時間を超えること ( 時間外労働 )
を認めているためです。
　このように、労使協定は労基法の最低基準
を下回る禁止事項を労使合意により容認する
しくみです。時間外労働の他、教員の裁量労
働制等も労使協定により定められます。

　最近ニュースになった大手広告代理店での
過労自殺は、労使合意した時間外労働が非常
に長かった上に、それすら守られなかった末
に生じました。こうしたことが起こらないよ
う、労働者側代表者は適切な労使協定を結び、
これを守らせなければなりません。

地域や業態による事業場
ごとに民主的に選出

　労働者側代表は、労働者の過半数を組織す
る労働組合が担い、過半数労働組合がない場
合には、民主的な方法で過半数代表者を選出
します。過半数代表は、設置地域や業態によ
り区分される事業場ごとの選出です。京大で
は吉田、病院、桂、宇治、熊取、大津、犬山、
木津の８つの事業場があり、各事業場で過半
数代表者が選出されます。
　過半数代表者は、労使協定の締結以外に職
場の安全・衛生の維持向上を図る衛生委員会
の労働者側委員を指名すること、使用者が就
業規則の改正を行う際に意見を述べる役割も
あります。また、派遣労働の継続についても
使用者から意見を求められます。この制度は
2015年 9月に大きな法改正がありました。

派遣労働の受入れ期間
延長に意見を述べる

　派遣労働はあくまで臨時的なもので、常用
労働者の代替をするものではない、というの
が労働者派遣法の主旨です。派遣法は 1985
年の制定 (1986年施行 )後、改正の度に、使
用者側の都合のいいように規制緩和されてき
ました。今までは同じ職場での労働者派遣の
受け入れ期間は、原則 1 年、例外で上限 3
年でした。しかし法改正により、同じ職場で
の受け入れ期間が原則3年となり、例外とし
て3年を超えて継続することが可能とされま
した。使用者は今後、同じ職場で継続して派
遣労働を受け入れようとする場合は、3 年ご
とに過半数代表者の意見を聴く義務を負いま
す。

その業務は本当に臨時的
なのか？

　先述のとおり、派遣労働は常用労働の代替
ではありません。したがって、過半数代表者
が京都大学から、同じ職場で 3 年を超える
派遣労働の受け入れについて意見を求めら
れるとき、常用代替防止の原則、京都大学の
常勤職員と時間雇用職員の雇用を守るという
観点から、その業務は本当に臨時的なもので
あるのか、熟練している京都大学の直接雇用
者を必要とする教育・研究にとって不可欠な
業務ではないのか、しっかり吟味していく必
要があります。

重責に過半数代表者と
職員組合がチームで対応

　京大の事業場の中でも特に吉田事業場は、
民間を含め府下で有数の大規模事業場です。
京大の他の事業場と同様に多種多様な教育・
研究事業が営まれています。これだけの規模
の事業場について、今後も一人の過半数代表
者が、網羅的に意見を述べていくことは極め
て困難です。
　過半数代表者の了
承が求められる京大
法人からの法定労働
時間を超える｢超過勤
務報告書｣の通知数は
右の通りで、ここに
も事務職員の労働条
件の悪化の進行が示
されています。なお、派遣期間延長通告書も
2013年は83件もありました。
　毎年の膨大な通知書について、本務の教
育・研究を行いながら、労働条件改善の立場
に立って内容の適切･妥当性を考えて行くこ
とは一人では大変です。職員組合は、来年の
過半数代表者として太田耕司さんを責任を
持って推薦するにあたって、過半数代表者と
緊密に連携し、担当委員会を作ることをはじ
めとして教職員の勤務条件改善に当たってい
きます。
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　現在、吉田事業場で過半数代表者選出選挙
が始まっています。京大職組は理学研究科の
太田耕司さん ( 前京大職組委員長 ) を推薦し、
選挙に臨んでいます。この過半数代表者は次
のような役割と必要性を持っています。

禁止事項を労使合意で
容認する仕組み

　私たちが雇われて働くにあたり、労働基準
法 ( 以後、「労基法」と略 ) が適用されます。
労基法は働く人を守るための法律で、多様な
労働条件の最低限の規制を定めています。
　例えば、使用者は労働者に週 40 時間、1
日 8 時間以上働かせてはならないとしていま
す ( 法定労働時間）。違反すると使用者に刑罰
が科せられます。しかし、実際には超過勤務
として法定労働時間を超えて働くことが多々
あります。労基法が労働者側と使用者側が合
意し、労使協定を締結すれば、合意の範囲内
で法定労働時間を超えること ( 時間外労働 )
を認めているためです。
　このように、労使協定は労基法の最低基準
を下回る禁止事項を労使合意により容認する
しくみです。時間外労働の他、教員の裁量労
働制等も労使協定により定められます。

　最近ニュースになった大手広告代理店での
過労自殺は、労使合意した時間外労働が非常
に長かった上に、それすら守られなかった末
に生じました。こうしたことが起こらないよ
う、労働者側代表者は適切な労使協定を結び、
これを守らせなければなりません。

地域や業態による事業場
ごとに民主的に選出

　労働者側代表は、労働者の過半数を組織す
る労働組合が担い、過半数労働組合がない場
合には、民主的な方法で過半数代表者を選出
します。過半数代表は、設置地域や業態によ
り区分される事業場ごとの選出です。京大で
は吉田、病院、桂、宇治、熊取、大津、犬山、
木津の８つの事業場があり、各事業場で過半
数代表者が選出されます。
　過半数代表者は、労使協定の締結以外に職
場の安全・衛生の維持向上を図る衛生委員会
の労働者側委員を指名すること、使用者が就
業規則の改正を行う際に意見を述べる役割も
あります。また、派遣労働の継続についても
使用者から意見を求められます。この制度は
2015年 9月に大きな法改正がありました。

派遣労働の受入れ期間
延長に意見を述べる

　派遣労働はあくまで臨時的なもので、常用
労働者の代替をするものではない、というの
が労働者派遣法の主旨です。派遣法は 1985
年の制定 (1986年施行 )後、改正の度に、使
用者側の都合のいいように規制緩和されてき
ました。今までは同じ職場での労働者派遣の
受け入れ期間は、原則 1 年、例外で上限 3
年でした。しかし法改正により、同じ職場で
の受け入れ期間が原則3年となり、例外とし
て3年を超えて継続することが可能とされま
した。使用者は今後、同じ職場で継続して派
遣労働を受け入れようとする場合は、3 年ご
とに過半数代表者の意見を聴く義務を負いま
す。

その業務は本当に臨時的
なのか？

　先述のとおり、派遣労働は常用労働の代替
ではありません。したがって、過半数代表者
が京都大学から、同じ職場で 3 年を超える
派遣労働の受け入れについて意見を求めら
れるとき、常用代替防止の原則、京都大学の
常勤職員と時間雇用職員の雇用を守るという
観点から、その業務は本当に臨時的なもので
あるのか、熟練している京都大学の直接雇用
者を必要とする教育・研究にとって不可欠な
業務ではないのか、しっかり吟味していく必
要があります。

重責に過半数代表者と
職員組合がチームで対応

　京大の事業場の中でも特に吉田事業場は、
民間を含め府下で有数の大規模事業場です。
京大の他の事業場と同様に多種多様な教育・
研究事業が営まれています。これだけの規模
の事業場について、今後も一人の過半数代表
者が、網羅的に意見を述べていくことは極め
て困難です。
　過半数代表者の了
承が求められる京大
法人からの法定労働
時間を超える｢超過勤
務報告書｣の通知数は
右の通りで、ここに
も事務職員の労働条
件の悪化の進行が示
されています。なお、派遣期間延長通告書も
2013年は83件もありました。
　毎年の膨大な通知書について、本務の教
育・研究を行いながら、労働条件改善の立場
に立って内容の適切･妥当性を考えて行くこ
とは一人では大変です。職員組合は、来年の
過半数代表者として太田耕司さんを責任を
持って推薦するにあたって、過半数代表者と
緊密に連携し、担当委員会を作ることをはじ
めとして教職員の勤務条件改善に当たってい
きます。

吉田事業場過半数代表選挙　投票所一覧

吉田事業場の過半数代表選挙の投票日は 11/9(水 )11:00-14:00、投票所は
上記の通りです。所属部局の総務担当部署にて期日前投票も受付けられ
ています (11/1～11/8)。

吉田事業場過半数代表者に
通知された超過勤務報告書

2009年度 　,948通
2010年度 　,856通
2011年度 　,866通
2012年度  1,270通
2013年度  1,488通
2014年度  1,624通
2015年度  1,368通

あなたの勤務条件にかかわります、棄権せず投票しましょう
過半数代表者選出の投票は、常勤職員、有期雇用教職員、時間雇用教職員、
再雇用教職員、TA・RA など職種・職名を問わず京都大学に雇用されている方
全てに投票権があります。


